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１．はじめに 

放射性廃棄物処分に関連して，緩衝材等のバリア

の内部を従来の有線式センサで計測する場合，バリ

ア内に通信ケーブルを配線する必要がある．バリア

を貫通する通信ケーブルは水理場を擾乱しバリアの

品質を低下させる恐れがあることが指摘されている

1)．著者らは，このような問題点を解決するため低周

波電磁波（周波数 1kHz 程度）を利用した地中無線

データ通信技術をバリア内部の計測に適用するため

種々の検討を実施してきた 2)．今回，地下空洞型処

分施設性能確証試験における計測に適用する無線送

信装置を設計・製作し，底部緩衝材中に埋設し，稼

動状況を確認したので報告する． 

２．無線計測システム 

図１に地下空洞型処分施設性能確証試験における

無線計測システムの概要を示す．温度計と間隙水圧

計を内蔵した無線送信装置を底部緩衝材中に設置す

る．計測したデータは，低周波電磁波を搬送波とし

て地下空洞内に設置した受信機に無線で伝送する．

受信機で受信したデータは地上の管理記録装置へ有

線で伝送される．計測時刻やデータ通信時刻・頻度

等は，地上から遠隔コントロールすることができる．

また，あらかじめ設定したプログラムにより自動で

運用することも可能である．  

３．無線送信装置 

 無線送信装置の概観を写真１に示す．無線送信装

置は低周波電磁波を発生させるコイルアンテナ，電

源，データロガー，メモリ，及びセンサ等で構成さ

れている．無線送信装置の設計は，地下空洞内で事

前に実施した電磁ノイズ調査結果と設置箇所の制約

条件（設置スペース，電磁障害物等）を考慮して行

った 3)． 

表１に無線送信装置の仕様を示す． 
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図 1 無線計測システム 

写真 1 無線送信装置 

表 1 無線送信装置の仕様 

直径（コイルアンテナ） 160mm

長さ（コイルアンテナ） 200mm

周波数 1.2kHz

データ通信速度 75bps

接続センサ 温度計・間隙水圧計

通信距離 ～50m

通信期間 10年程度

地上へ 
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４．無線送信装置の緩衝材中への設置 

底部緩衝材の施工完了後，無線送信装置を設置す

る箇所（緩衝材端部から 3m）を 50cm×40cm，深さ

30cm の大きさに掘削し無線送信装置を設置した．隙

間は含水比調整された緩衝材で所定の密度（乾燥密

度：１.6Mg/m3）になるように埋め戻した．設置状

況を写真 2 に示す． 

緩衝材が無線通信に与える影響を確認するため，

埋戻し前後に通信試験を実施した．試験では，受信

装置の位置を変えながら無線送信装置から送られる

低周波電磁波の磁界強度を受信電圧として測定し，

通信距離と受信電圧の関係、すなわち，通信距離と

磁界強度の関係を明らかにした（図 2）．埋戻し前後

における受信電圧がほぼ設計値と一致していること

から，無線送信装置が設計どおりの通信性能を満足

していることとともに，緩衝材が無線通信に与える

影響がほとんどないことを確認した． 

また，搭載している温度計のデータを図 3 に示す．

計測開始後，底部緩衝材上にセメント系バリアであ

る低拡散層と底部コンクリートピットの施工が行わ

れており，それぞれの施工における各部位の水和発

熱に起因する緩衝材内の温度変化を測定することが

できている． 

５．おわりに 

本報では，緩衝材中への無線送信装置の設置と稼

働状況の確認について報告した．今後，2.で説明し

た全体システムを構築し，長期的な底部緩衝材の挙

動計測を通じ無線計測システムの信頼性を確認して

いく予定である．なお，本報告は経済産業省からの

委託による「管理型処分技術調査等（地下空洞型処

分施設性能確証試験）」の成果の一部である． 
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写真 2 無線送信装置設置状況

図 2 通信距離と受信電圧の関係 

図 3 温度計データ 

(a) 緩衝材中に設置 

(b) 埋め戻し完了 

▼底部低拡散層打設 

▼底部コンクリートピット打設 
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